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第１ 国土交通省関係予算概算要求の
考え方とポイント

国の歳出全体が聖域なく見直される中で，「今

後の経済財政運営及び経済社会の構造改革に関す

る基本方針」に沿ってメリハリある予算を目指す

とともに，「国土交通省における公共事業改革へ

の取組」等を具体化する。

１． 重点７分野への重点化

「今後の経済財政運営及び経済社会の構造改革

に関する基本方針」で掲げられた重点７分野のう

ち，政策効果の高い事業への重点化を強力に推

進。

＊構造改革特別要求（行政経費）

行政経費のうち一般政策経費については，「基本

方針」に示された「重点７分野」への予算配分の

表―１ （単位：億円）

公共投資関係費 行政経費 合 計

都市の再生―都市の魅力と国際競争力 ２兆４，８５９億円
（１．０８倍）｛３４．１％｝

３０６億円
（１．３９倍）｛４．９％｝

２兆５，１６５億円
（１．０８倍）｛３１．８％｝

循環型経済社会の構築など環境問題への対応 ３，９８５億円
（１．１８倍）｛５．４％｝

１０５億円
（２．７９倍）｛１．７％｝

４，０９０億円
（１．２０倍）｛５．２％｝

少子・高齢化への対応 ３，２０８億円
（１．１０倍）｛４．４％｝

８７億円
（１．６３倍）｛１．４％｝

３，２９５億円
（１．１１倍）｛４．２％｝

地方の個性ある活性化・まちづくり １兆６，９８４億円
（１．０４倍）｛２３．３％｝

２４６億円
（１．０４倍）｛３．９％｝

１兆７，２３０億円
（１．０４倍）｛２１．７％｝

世界最先端の IT国家の実現 １，９０１億円
（１．１４倍）｛２．６％｝

２７１億円
（１．３２倍）｛４．４％｝

２，１７２億円
（１．１６倍）｛２．７％｝

科学技術の振興 ９億円
（０．５９倍）｛ ０％｝

１６０億円
（０．９７倍）｛２．６％｝

１６９億円
（０．９３倍）｛０．２％｝

人材育成，教育 ２１億円
（２．３５倍）｛ ０％｝

１４１億円
（１．００倍）｛２．３％｝

１６２億円
（１．０８倍）｛０．２％｝

合 計 ５兆９６７億円
（１．０８倍）｛６９．８％｝

１，３１６億円
（１．２４倍）｛２１．２％｝

５兆２，２８３億円
（１．０８倍）｛６６．０％｝

（注）１．｛ ｝書きは省全体の公共投資関係費，行政経費に占める割合
２． 重点７分野に係る科学技術振興費で「科学技術の振興」以外の分野にも該当するものは，当該分野に計上し
ている。
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第２

重点化等により構造改革の促進を図るため，構造

改革特別要求を行う。

２． 民間需要創出効果，雇用創出効果の重視

民間の潜在的な消費や投資を顕在化させる環境

づくりを推進。

・民間需要創出効果，雇用創出効果の高い施策の

重点実施

・新市場，新産業の育成・整備

３． 融合・連携施策の本格的展開

国土交通省として，多様な政策手段により総合

的に課題に対処。

・他府省との連携・調整を含めた施策の総合的展

開

・都市再生，防災，水循環，交通連携，交通安全

等に係る施策の本格的な融合・連携

・ハード・ソフト施策の一体的実施による施策の

展開

４． 政策評価制度の導入

客観性・透明性の高い政策評価の実施により，

国民に開かれた行政を展開。

・新規施策について事前評価の実施

・アウトカム目標の明示による成果を重視した行

政運営の徹底

５． 新規採択の抑制・厳選等による箇所数のス

リム化と既存ストックの有効活用

重点的投資による事業のスピードアップや既存

ストックの有効活用により，公共事業による便益

を増進。

・新規採択の抑制・厳選による箇所数のスリム化

・事業評価を反映した厳格な事業の選択

� 長期継続中の事業等について再評価を実施

� 事業完了後の事業を対象として事後評価を

実施

・既存ストックの有効活用

６． 事業量の確保

厳しい経済状況下，景気の下支え機能を発揮。

・PFI 等の活用による民間活力による事業の促進

・執行段階における競争の促進や電子入札の拡大

等によるコストの縮減，効率性の向上

・用地取得・補償のための金銭的・時間的負担の

少ない事業の重点的実施

・民間需要創出効果等の高い施策の重点実施（再

掲）

７． セーフティーネットの構築

聖域なき構造改革を円滑に推進するため必要と

なるセーフティーネットを整備。

・厚生労働省等と連携した労働移動の円滑化の促

進

・建設業におけるセーフティーネット

・住宅金融公庫の住宅ローン返済困難者対策の拡

充

・新市場・新産業の育成整備（再掲）

８． 特殊法人改革等

特殊法人等への財政支出の縮減および道路特定

財源の見直しについては，概算要求時点で措置し

得るものについてはこれを反映させる。平成１４年

度予算編成過程等において，引き続き対応を検討

する。

� 特殊法人等の事業内容および財政支出の縮

減

� 道路特定財源の見直し

概算要求の主要事項

１． 都市の再生―都市の魅力と国際競争力

公 共 事業費 ６兆８，３７３億円（１．０６倍）

国 費 ２兆４，８５９億円（１．０８倍）

非公共 国 費 ３０６億円（１．３９倍）

� 国際競争力を備えた都市機能の再生

・三大都市圏環状道路の整備

・大都市圏拠点空港の整備

・大都市の国際港湾機能の強化

・空港・港湾等の拠点と道路・鉄道等のアクセス

の強化

・ボトルネック踏切の除却・改良，TDM施策の

推進等による都市交通の円滑化

・鉄道駅等交通結節点の機能強化

� 民間の需要創出に資するまちづくり

・中央官庁庁舎等の PFI による整備

・民間都市開発に伴い必要となる公共施設への融
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資による整備促進

・美しい水辺都市の再生（高規格堤防等とまちづ

くりの一体的な整備）

・土地の流動化・有効利用の推進

� 地域の創意工夫を生かした魅力あるまちづ

くり

・大都市圏における地域の創意工夫を生かしたま

ちづくりの推進

・電線類地中化の推進

・大都市居住者の通勤時間短縮と快適化

・合流式下水道の越流水対策の推進

・東京湾蘇生プロジェクトによる海域環境改善対

策の促進

� 災害に強く安心して暮らせる都市

・水害・土砂災害・高潮等に対して脆弱な都市構

造の打破

・密集住宅市街地の再生等による安心居住の実現

・広域防災拠点ネットワークの形成

・海陸一体型都市型犯罪監視取締りシステムの構

築

２． 循環型経済社会の構築など環境問題への対

応

公 共 事業費 ７，３３５億円（１．１０倍）

国 費 ３，９８５億円（１．１８倍）

非公共 国 費 １０５億円（２．７９倍）

� 環境に優しい交通の実現と地域の生活環境

の改善

・低公害車の開発・普及の促進

・渋滞の解消等による沿道環境対策

・大気常時観測局の設置および測定結果の活用・

公表

・モーダルシフト等の推進

� 自然と共生する快適な居住空間や国土の形

成

・多様な自然共生型河川への転換等自然と共生す

る国土の実現

・おいしい安全な水の確保

・シックハウス対策

� 循環型社会の構築

・総合的な静脈物流システムの構築

・流域一貫となった総合的な土砂管理等の推進

・住宅性能表示等による中古住宅・リフォーム市

場の整備

� 地球環境問題への取り組み

・地球環境問題対応

・第３回世界水フォーラム閣僚級国際会議の開催

・環境配慮型官庁施設（グリーン庁舎）の整備等

の推進

３． 少子・高齢化への対応

公 共 事業費 ８，０９７億円（１．１２倍）

国 費 ３，２０８億円（１．１０倍）

非公共 国 費 ８７億円（１．６３倍）

・公共交通機関・歩行空間等のバリアフリー化の

推進

・住宅・建築物のバリアフリー化の推進

・福祉との連携による高齢者等の居住の安定確保

の推進

４． 地方の個性ある活性化，まちづくり

公 共 事業費 ３兆４，３２７億円（１．０２倍）

国 費 １兆６，９８４億円（１．０４倍）

非公共 国 費 ２４６億円（１．０４倍）

・地域間の交流を促進する幹線交通体系の整備

・地方都市におけるNPO支援等地域が主役のま

ちづくり

・中心市街地の活性化

・水辺等の交流拠点整備

・地方都市の産業競争力を支える物流拠点の形成

・観光交流による地域の活性化

・公共交通の活性化等による地域住民の利便性向

上

５． 世界最先端の IT国家の実現

公 共 事業費 ３，３４９億円（１．０９倍）

国 費 １，９０１億円（１．１４倍）

非公共 国 費 ２７１億円（１．３２倍）

� ITインフラの整備

・光ファイバー収容空間ネットワークの整備によ

るFTTH（ファイバー・ツー・ザ・ホーム）の

支援

� 国民生活・産業社会の IT化

・ITS（高度道路交通システム）の推進
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９
，１
８９

５８
１
，３
４９

１
．１
２

１４
５
，８
０６

１１
７
，８
８７

１
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４

道
路
環
境
整
備

９５
７
，１
８６

８５
８
，１
７８

１
．１
２

４０
４
，２
１１

３２
９
，２
５０

１
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３

下
水
道
水
道
廃
棄
物
処
理
等

２
，３
５８
，１
３８

２
，３
９０
，４
９７

０
．９
９

１
，２
６３
，９
３５

１
，２
７８
，４
１６

０
．９
９

下
水

道
１
，９
９７
，８
６５

２
，０
２８
，６
８４

０
．９
８

１
，０
９６
，０
１７

１
，１
１１
，３
３４

０
．９
９

都
市

公
園

３６
０
，２
７３

３６
１
，８
１３

１
．０
０

１６
７
，９
１８

１６
７
，０
８２

１
．０
１

一
般
公
共
事
業
計

２４
，５
８９
，１
２７

２７
，０
５７
，７
１５

０
．９
１

７
，２
０２
，８
４８

７
，１
９７
，６
０４

１
．０
０

除
く
住
宅
金
融
公
庫

１６
，４
５７
，７
８７

１６
，４
８０
，４
７４

１
．０
０

６
，８
０９
，５
７８

６
，７
５４
，６
０４

１
．０
１

災
害

復
旧

等
６３
，７
５０

６７
，９
０９

０
．９
４

４８
，２
０５

５３
，４
４９

０
．９
０

公
共
事
業
関
係
計

２４
，６
５２
，８
７７

２７
，１
２５
，６
２４

０
．９
１

７
，２
５１
，０
５３

７
，２
５１
，０
５３

１
．０
０

官
庁

営
繕

４７
，９
２９

５５
，０
８０

０
．８
７

２８
，７
５２

２８
，４
２３

１
．０
１

そ
の

他
施

設
２１
，７
２１

２２
，２
６６

０
．９
８

１８
，６
７２

１９
，０
０１

０
．９
８

公
共
投
資
関
係
計

２４
，７
２２
，５
２７

２７
，２
０２
，９
７０

０
．９
１

７
，２
９８
，４
７７

７
，２
９８
，４
７７

１
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０

行
政

経
費

―
―

―
６１
９
，６
５８

５９
３
，５
２２

１
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４

構
造
改
革
特
別
要
求

―
―

―
４１
，６
３２

―
―

そ
の

他
―

―
―

５７
８
，０
２６

５９
３
，５
２２

０
．９
７

合
計

―
―

―
７
，９
１８
，１
３５

７
，８
９１
，９
９９

１
．０
０
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・e―エアポートなど交通分野における情報化の推

進

・防災分野の IT化の推進

・次世代航空保安システムの整備

・輻輳海域における高度航行支援システムの整備

� 行政情報の電子化

・電子政府の早期実現（申請・届出等のオンライ

ン化）

・CALS／EC（公共事業支援統合情報システム）

による電子入札の普及・拡大

６． グローバル化の進展に伴う人流・物流の実

現（再掲）

公 共 事業費 ２兆７，６８８億円（１．０６倍）

国 費 １兆１，８２４億円（１．０３倍）

非公共 国 費 ３８億円（４．４６倍）

・大都市圏拠点空港の整備

・大都市の国際港湾機能の強化

・空港・港湾等の拠点と道路・鉄道等のアクセス

の強化

・観光交流による地域の活性化

・モーダルシフト等の推進

７． 安全・安心の確保（再掲）

公 共 事業費 １兆７，７１３億円（１．０７倍）

国 費 ９，９３６億円（１．０８倍）

非公共 国 費 ５８億円（９．９４倍）

・水害・土砂災害・高潮等に対して脆弱な都市構

造の打破

・密集住宅市街地の再生等による安心居住の実現

・広域防災拠点ネットワークの形成

・海陸一体型都市型犯罪監視取締りシステムの構

築

・防災分野の IT化の推進

・次世代航空保安システムの整備

・輻輳海域における高度航行支援システムの整備

２． 国土交通省関係財投機関事業規模・財政投融資計画等総括表 （単位：百万円）

区 分

事 業 規 模 財政投融資 自己資金等との合計所要資金

１４年度

（A）

前年度

（B）

倍率

（A／B）

１４年度要求額

（C）

前年度

（D）

倍率

（C／D）

１４年度 前年度 倍率

（E／F）（E） うち財投機関債 （F） うち財投機関債

（住 宅）
住宅金融公庫 ８，１４４，２００１０，６１３，１００ ０．７７ ６，９３６，３００ ８，３６３，２００ ０．８３ ８，９４４，５００４００，０００１０，９４１，２８８２００，０００ ０．８２
都市基盤整備公団 １，０９５，１０７ １，２１６，６２９ ０．９０ ９３８，４００ ９３８，６００ １．００ ２，９３５，５９２ ５０，０００ ３，００３，６４２ ３０，０００ ０．９８
（道 路）
日本道路公団 １，６７９，９７０ １，８１４，０６０ ０．９３ ２，１１８，０００ ２，１５４，０００ ０．９８ ５，３０８，１９２３００，０００ ５，３６１，０２４１５０，０００ ０．９９
首都高速道路公団 ２０１，５７９ ２１５，１５６ ０．９４ ４６２，３００ ４１０，０００ １．１３ ８７９，８８７ １０，０００ ８１８，８９０ １０，０００ １．０７
阪神高速道路公団 １３６，２１９ １６６，８３０ ０．８２ ３５８，０００ ３５６，２００ １．０１ ６６５，８１０ １０，０００ ６６６，６６０ １０，０００ １．００
本州四国連絡橋公団 １０，３１８ １５，８５５ ０．６５ １９１，６００ １２２，８００ １．５６ ５２９，２５４ ０ ４６７，９６１ ０ １．１３
（鉄道・船舶）
日本鉄道建設公団 ６６，０００ ７６，０００ ０．８７ ８４，９００ ７８，０００ １．０９ ９２０，８２８ ２０，０００ ８６９，２２６ １０，０００ １．０６
帝都高速度交通営団 ７１，６００ ５０，２４６ １．４２ １５，９００ １６，１００ ０．９９ １０７，９００ ６８，０９８ ７９，３４６ ４３，９４８ １．３６
運輸施設整備事業団 ４４，０００ ５０，２００ ０．８８ ３７，７００ ２４，１００ １．５６ １００，１００ ２０，０００ ４４，１００ ６，０００ ２．２７
（空 港）
新東京国際空港公団 ７０，５０８ ８４，５０１ ０．８３ ３０，１００ ３０，７００ ０．９８ １３９，９５４ ３２，１００ ２２７，３１６ ５０，０００ ０．６２
関西国際空港株式会社 ６２，７７５ ６７，０３６ ０．９４ ２８，６００ ６０，９００ ０．４７ １１６，９０９ ０ １５６，５６４ ０ ０．７５
中部国際空港株式会社 １７５，９２１ ５１，４８３ ３．４２ ６５，０００ ２２，６００ ２．８８ １８６，０３８ ０ ６０，５９９ ０ ３．０７
空港整備特別会計 ３３，６０２ ２０，４３７ １．６４ ５５，０００ ５０，２００ １．１０ ７０，３８０ ０ ５９，３４０ ０ １．１９
（都市・地域整備等）
地域振興整備公団 ２７，３６５ ２８，５８６ ０．９６ ２１，０００ ２０，９００ １．００ ７７，７４７ ４，５００ ７２，２８６ ４，０００ １．０８
水資源開発公団 １０４，３５８ １０７，７２８ ０．９７ ５５，６００ ７０，３００ ０．７９ ３２７，０８２ １３，０００ ３３６，６１７ １０，０００ ０．９７
都市開発資金融通特別会計 ４２，０３７ ４４，１４２ ０．９５ １０，３００ １１，５００ ０．９０ ４２，０３７ ０ ４４，１４２ ０ ０．９５
日本下水道事業団 ７，８０９ ７，１５８ １．０９ ２，２００ １，６００ １．３８ ２５，０６８ ０ ２３，５９２ ０ １．０６
民間都市開発推進機構 ７，２９０ ７，５７４ ０．９６ １，０００ ８００ １．２５ ７，２９０ ０ ７，５７４ ０ ０．９６
奄美群島振興開発基金 ３，８７０ ４，０７０ ０．９５ ３００ ３００ １．００ ３，８７０ ０ ４，０７０ ０ ０．９５

合 計 １１，９８４，５２８１４，６４０，７９１ ０．８２１１，４１２，２００１２，７３２，８００ ０．９０２１，３８８，４３８９２７，６９８２３，２４４，２３７５２３，９４８ ０．９２

（注）１． 日本鉄道建設公団に係る事業規模は，民鉄線事業分である。
２． 運輸施設整備事業団は，船舶勘定に係る業務分である。
３． 空港整備特別会計は，東京国際空港沖合展開事業分である。
４． 地域振興整備公団は，地方都市開発整備等業務分である。
５． NTT―A型事業は含まない。

４０ 建設マネジメント技術 2001年 10月号



国土交通省における�
公共事業改革への取組�

国土交通省大臣官房会計課�

１
２

国土交通省では，このたび，独自に所管公共事

業全体について徹底的な見直しを行い，先般（６

月２１日）「国土交通省における公共事業改革への

取組」をとりまとめ，公表しました。その内容

は，�社会経済情勢の変化を踏まえた見直し検討
と２１世紀の課題に対応した重要分野への重点化，

�新たな発想，創意工夫に基づく社会資本整備の
展開等であり，公共事業をめぐる厳しい状況認識

の中で，一層の重点化の方向性，制度の見直し検

討，新たな発想・創意工夫による「提案型」施策

等を打ち出しております。以下にその全文をご紹

介いたします。

基本的な考え方

○昨年来，公共事業の抜本的見直し，入札契約適

正化法の制定・運用など公共事業に対する国民

の信頼回復に精力的に取り組んできた。また，

国土交通地方懇談会の意見を踏まえ，国民の意

見も聞きながら，２１世紀国土交通のグランドデ

ザインの策定を進めているところである。

○このような中，「聖域なき構造改革」の一環と

して，経済財政諮問会議の「基本方針」に関す

る検討の方向にも照らしつつ，公共事業につい

て徹底的な見直しを行い，改革への取組を一層

促進・展開していくこととする。

○今般の検討においてとりまとめた方向性は以下

のとおりであるが，これらの取組を通じて，２１

世紀にふさわしい真に国民のための公共事業

を，

・無駄なくスピーディーに，また，コストの縮

減に努め，

・地域のニーズに応じ，地方の自主性と創意工

夫を尊重し，

・透明性の一層の向上により国民の信頼を得な

がら，

以下の方針に沿って施策を展開していく。

� 社会経済情勢の変化を踏まえた見直し検討

と２１世紀の課題に対応した重要分野への重点

化

� 民間活力の積極的活用，ソフト・ストック

・質の重視など新たな発想，創意工夫に基づ

く社会資本整備の展開

２１世紀型分野への重点化

� 見直し検討の方向性

○事業採択後長期間にわたり継続中の事業等につ

いて再評価を行い，事業の進捗の見込みの立た

ないもの等について中止その他の措置を的確に

行うほか，経済財政諮問会議において現在審議

中の「今後の経済財政運営及び経済社会の構造

改革に関する基本方針」に関する検討の方向に

も照らしつつ，以下のような事業分野について

は，重点的に見直し検討を行う。

・新規の都市開発事業について既成市街地の事

業に重点をシフト

・小規模下水道事業について経済性効率性等の

観点から合併浄化槽等との分担を見直し

・大規模ダム事業について実施計画調査の新規

建設マネジメント技術 2001年 10月号 ４１
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着手を凍結。事業中ダムについて，既存ダム

の有効活用を含め水需要の必要性等を厳正に

吟味して事業を峻別

・高速自動車国道の未事業化区間について採算

性等を精査し，整備手法を見直し

・公営住宅等の整備について民間借上げや，リ

フォーム等既存ストックを最大限活用

・新たな地方港湾の整備について抑制

・今後の地方空港の新設について離島を除き抑

制

� 重点的実施の方向性

○循環型経済社会の構築，高齢化の対応など２１世

紀の課題に対応し，社会資本の整備を効果的に

推進するため，以下のような事業分野について

は，重点的な事業実施を図る。

都市の再生と個性ある地域・美しい国土の形成

・民間の都市開発の促進

（２１世紀型都市再生プロジェクト，土地有効

利用等の推進。都心部の高度・複合利用の推

進（都市計画制度の充実））

・都市機能の強化と魅力ある都市空間・景観の

創出

（大都市圏環状道路，国際拠点空港等大都市

圏拠点空港，大都市の国際港湾機能の強化，

交通結節点改善，ボトルネック踏切解消，都

市鉄道混雑緩和，公共交通支援，ETCの普

及促進，電線類地中化，都市居住再生等）

・地方の個性的で活力ある地域づくり・まちづ

くり

（中心市街地活性化・市町村合併促進に資す

る道路整備，美しい街なみの形成支援等）

・美しい水辺都市の再生

環境にやさしい社会の実現

・地域の大気環境・音環境の改善

（幹線道路の沿道の大気汚染対策，騒音対策

等）

・水循環国土の復活

（おいしい安全な水の確保，多様な自然共生

河川への転換，合流式下水道の改善，東京湾

等の水質改善等）

・自然との共生の場となる緑の確保

・静脈物流システムの構築等広域循環型社会実

現への寄与

少子高齢化社会への対応

・少子高齢化に対応した住宅整備

・公共空間等のバリアフリー化

グローバル化の進展に対応した人流・物流の実現

・国際空港・港湾と高速道路等のアクセス強化

・グローバルスタンダードに対応した国際競争

力のある物流基盤の形成

安全で災害に強い国づくり

・災害に強い都市構造の形成

（広域防災拠点の整備，木造密集市街地の解

消，公共施設等の耐震改修等）

・ハード・ソフト一体となった危機管理体制の

充実

（水害，高潮等のハザードマップ整備，IT

防災の確立等）

新たな発想，創意工夫に基づく
社会資本整備の展開

○社会資本整備の責任官庁として，従来の手法，

発想にとらわれることなく，常に知恵を絞り，

提案を行うことが，ダイナミックで実効ある内

発的改革の具体化につながる。こうした新たな

発想，創意工夫に基づく社会資本整備を展開す

る。

国民に開かれた透明な公共事業の実施

（具体例）

・公共事業のできるだけ早い段階からの住民参

加の充実

・政策評価の導入による客観性・透明性の高い

公共事業の実施

民間投資を誘発・活用する事業の実施

（具体例）

・土地の流動化と沿道の高容積率の実現に結び

付く都市計画道路の整備の促進

・PFI 方式について，公共建築物等の整備への

積極的導入および導入拡大の検討

連携事業による総合性の発揮とハード・ソフト施

策の戦略的組合せ

（具体例）

・空港およびアクセスの機能の強化による首都

圏の再生
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・交通連携等の計画づくりを支援するナビネッ

ト（総合交通体系分析システム）の活用

・中枢国際港湾における ITの活用等によるス

ピーディーな海陸一貫物流の実現と国際競争

力の回復

・都市中心部における公共交通への転換を誘導

するTDM（交通需要マネジメント）施策の

推進

既存ストック活用と成熟社会にふさわしい質を備

えた社会資本の整備

（具体例）

・ETC（有料道路ノンストップ自動料金支払

システム）の料金割引や専用レーン拡大等に

よる普及加速と渋滞削減等の効果の早期発現

・乗換需要の多い都市鉄道間や新幹線と在来線

間の直通運転化の推進

・既存ダムの徹底活用，自然と共生するダムへ

の転換

・スケルトン・インフィル住宅，ミニマムメン

テナンス橋など耐久性の高い社会資本整備

・住宅ストックの有効活用を図るための中古住

宅流通の促進

・ユニバーサルデザイン（高齢者，身体障害者

のみならず誰もが使いやすい公共施設）への

転換

・公共施設の連続的体系的緑化等による緑の回

廊の形成

社会システム全体を通じたコスト縮減

（具体例）

・世界に先駆けて本格的に電子入札の拡大・普

及を図る等，公共工事の IT化の推進（CALS

／EC）

・競争性・透明性を向上する多様な入札契約方

式の積極的活用

・合築や複合機能化によるコスト縮減と利便性

の向上

当面の展開等

� １４年度予算に係る検討における効果と効率

性の追求

○国の歳出全体が聖域なく見直される中で，社会

資本整備関係の予算についても，経済財政諮問

会議の「基本方針」に沿って全体を見直す。こ

の場合，民間投資の誘発効果が高いもの等の重

点実施等を通じて，可能な限りの経済活性化へ

の寄与を果たしていく。

○新規採択の思い切った抑制・厳選による箇所数

のスリム化と事業中箇所への集中投資による早

期供用化に努めることを通じて一層の重点化を

図る。また，事業期間短縮（スピードアップ）

の工夫やコスト縮減，事業連携の積極的推進等

の取組による効率化を進めるとともに，地方の

主体性を活かした社会資本整備に資する統合補

助金の拡充を図る。これらの重点化・効率化等

について，１４年度予算要求に向けて具体的な検

討を進める。その際，新規事項については，本

年１月から導入した政策評価を的確に実施す

る。

○長期間にわたり継続中の事業等については，今

年度も８００を超える事業について再評価を実施

し，進捗の見込みの立たない事業等について中

止その他の措置を講ずる。

� 基本的制度のあり方等の検討

○道路特定財源については，受益者負担の原則に

基づき自動車利用者が利用に応じて道路の整備

費を負担する制度であり，転用・一般財源化す

ることは道路整備のため創設・拡充され本則税

率の２倍強の暫定税率が設定されている趣旨に

もそぐわないことにかんがみ，今後の道路整備

の必要性，受益者負担という性格等を踏まえ，

関係機関等と十分調整を行いながら，平成１４年

度予算編成過程等を通じ見直しを行う。

○所管の公共事業関係の長期計画について，大半

が平成１４年度を最終年度としており，平成１５年

度以降の長期計画のあり方について，広く国

民，地方公共団体の首長等の意見を聴く PI

（パブリックインボルブメント）を展開すると

ともに，社会資本整備の現状等を踏まえ，目指

すべき整備水準，相互の整合性の確保，国土計

画等他の計画体系との関係等にも留意しつつ，

国土交通政策の視点に立ち，今年度内をめどと

して，総合的に見直しを進める。

○国民の理解に基づく透明な公共事業の実施の基

礎となる構想・計画段階における幅広い意見反

映のための手法について，事業特性に応じた情

報公開，PI 等住民参加，CS（顧客＝国民，利

用者の満足度）指標の整備など，運用面での整

合性確保のためのガイドラインの策定等の検討

に着手する。
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